
資 　産 　の 　部 　合 　計

短 期 貸 付 金

17,591,154,729

1,730,641,424

管 理 用 機 器 備 品

155,312,015

417,203,020

4,433,000

流 動 資 産

立 替 金
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36,969,037 9,047,177

2,180,336

19,851,844

0

1,256,027,366

前 払 金

仮 払 金

9,114,300,893

教 育 研 究 用 機 器 備 品

1,840,140,815

1,910,000 1,395,000 515,000

特 定 資 産

図 書

ソ フ ト ウ ェ ア

公 共 施 設 利 用 権

車 両

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 固 定 資 産

1,144,671

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産

593,373,157

42,245,146

7,811,699,926

令和  5年 3月31日

　資 産 の 部
科　　　　　　　　　目

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 409,522,200

前年度末

(単位　円)

32,050,942,044

29,333,235,824

本年度末

32,040,121,521

29,032,232,972

7,500,374,601

17,108,750,516 △ 482,404,213

構 築 物

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

1,127,312,372

770,000,000 770,000,000

有 価 証 券 311,723,716537,665,340

1,794,930,554

901,070,504

62,958,038

2,331,595,052

407,203,020

726,533

51,402,250

722,060,268

55,231,139

41,735,000

60,963,324

100,000,000

8,074,327,705

4,433,000

100,000,000

1,054,392,032

1,266,847,889

207,261,989

△ 18,718,178

72,920,340

0

386,111,168

9,341,175,594

0

82,920,340

225,941,624

2,414,515,392

　貸 借 対 照 表　

増　　　　　減

△ 10,820,523

△ 301,002,852

△ 179,010,236

△ 7,726,899

32,841,362

△ 268,686

△ 9,667,250

△ 64,289,130

△ 233,957

272,500

7,090,852,401

1,872,982,177

457,847

キャンパス整備事業引当特定資産

7,612,500

10,000,000

1,302,600,967

未 収 入 金

現 金 預 金

0

△ 61,060,824

27,921,860

216,372,839

1,378,628

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金 7,885,000

21,763,684

9,360

41,381,297,115

9,360

40,125,269,749

1,911,840

△ 2,180,336

預 託 金

0

有 価 証 券 △ 2,860,61813,771,22310,910,605
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負　債　の　部　合　計

[注記]

1. 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

  退職金の支給に備えるため、下記のとおり計上している。

（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

　移動平均法に基づく原価法である。

2. 重要な会計方針の変更等

3. 減価償却額の累計額の合計額 円

4. 徴収不能引当金の合計額 円

1,127,312,372

7,237,827,099

269,958,000

科　　　　　　　　　目

1,758,766,077

前年度末本年度末

407,203,020

32,887,442,650

40,125,269,749

633,000,000

1,718,804,156

408,040,132

　純 資 産 の 部

39,961,921

21,062,771

321,308,757

預 り 金

未 払 金

前 受 金

646,000

41,381,297,115

該当事項なし。

△ 247,363,473

第 ４ 号 基 本 金

34,390,833,489

短 期 借 入 金

△ 5,805,813

44,520,000

712,000,000

繰 越 収 支 差 額

40,086,969,172 39,049,560,034

△ 5,696,135,683 △ 6,162,117,384 465,981,701

1,037,409,138

465,981,701

1,503,390,839

1,256,027,366

△ 6,162,117,384

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

△ 5,696,135,683翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

948,409,138

79,000,000

38,957,766,152第 １ 号 基 本 金

10,000,000

38,009,357,014

増　　　　　減前年度末科　　　　　　　　　目 本年度末

2,712,375,254

314,478,000

△ 241,557,660

△ 314,478,000

退 職 給 与 引 当 金 72,920,340

4,519,646,032

3,465,254,000

1,054,392,032

4,278,088,372

3,150,776,000

固 定 負 債

長 期 借 入 金

2,718,181,067流 動 負 債

第 ３ 号 基 本 金

基 本 金

　負 債 の 部

  京都橘大学および京都橘高校の貸与奨学金の返済額の徴収不能に備えるため、個別評価をした合計額を徴収不
能見込額として計上している。

6,990,463,626

　法人及び大学の教職員等(高等学校の一部職員を含む)に係る退職給与引当金については期末要支給額1,243,396,118
円の100%を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累積額との繰り入れ調整額を加減した金額
を計上している。

　中学校高等学校の教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額396,472,950円から京都府私学退職金財団よ
りの交付金相当額を控除した額の100%を計上している。

　認定こども園の教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額21,525,920円から滋賀県私学退職金財団よりの
交付金相当額を控除した額の100%を計上している。

(単位　円)

13,347,397,363

210,028,274

429,102,903

仮 受 金 0 70,022 △ 70,022

△ 111,280,483

増　　　　　減

417,203,020
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5. 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。

円

円

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入を行なうこととなる金額 円

7. 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券の時価情報

① 総括表 （単位　円）

退職給与引当特定資産　合計　

第３号基本金引当特定資産　合計　

有価証券　合計　

② 明細表 （単位　円）

退職給与引当特定資産　合計　

第３号基本金引当特定資産　合計　

有価証券　合計　

31,320,000

時　　価

301,399,100退職給与引当特定資産

当年度（令和5年3月31日）

差　　額貸借対照表計上額

種　　類

1,816,637,969

14,718,869,272

300,000,000

112,009,920 130,815,187 18,805,267

(678,969,899)

有価証券

第３号基本金引当特定資産 300,000,000

521,458,802

331,320,000

(△ 42,018,486)(720,988,385)

525,478,400

28,885,223407,426,421合　　　　計

（うち満期保有目的の債券）

退職給与引当特定資産

△ 14,097,545539,575,945

退職給与引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

有価証券

221,458,802 214,593,579 △ 6,865,223

78,541,198 76,106,421 △ 2,434,777

427,566,025 394,663,213 △ 32,902,812

差　　額

407,426,421 28,885,223

第３号基本金引当特定資産 -

521,458,802

548,575,945

9,000,000有価証券

378,541,198

-

515,992,679

-

- - -

- -

-

521,458,802

-

- -

-

- - -

第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産

-第３号基本金引当特定資産

- - -

△ 13,924,967

521,458,802 515,992,679 △ 5,466,123

有価証券 528,665,340

勘定科目

514,740,373

勘定科目
当年度（令和5年3月31日）

貸借対照表計上額

378,541,198

(1,428,665,340)

時価が貸借対照表計上額を
越えるもの

時価が貸借対照表計上額を
越えないもの

有価証券

（うち満期保有目的の債券）

-

（うち満期保有目的の債券）

第３号基本金引当特定資産

515,992,679

(1,438,159,473) (9,494,133)

△ 5,466,123

時　　価

退職給与引当特定資産

378,541,198

- -

土  地

建  物

-

- - -

525,478,400

-

時価のない有価証券

28,885,223378,541,198 407,426,421

第３号基本金引当特定資産時価のない有価証券

有価証券

退職給与引当特定資産

9,000,000

-

-

第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産

-

10,910,605 10,738,027 △ 172,578

-

- - -

△ 5,466,123

-

548,575,945

(707,676,955) (759,189,574) (51,512,619)

3,465,254,000

1,399,100

第３号基本金引当特定資産

-

539,575,945 △ 14,097,545

債　　　券

退職給与引当特定資産

有価証券

株　　　式

投資信託

貸付信託

そ の 他

退職給与引当特定資産

有価証券

有価証券

有価証券

有価証券

退職給与引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産

合　　　計

378,541,198

521,458,802
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（2）学校法人の出資による会社に係る事項
当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

株式会社たちばなリンク

大学等の教育機関のサポート業務等

円 　（180株）

円 　（180株） 当該会社の総株式等に占める割合 100％

平成30年4月3日 円 　（180株）

（単位　円）

（単位　円）

特記すべき事項なし

（3）通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

平成21年4月1日以降に開始したリース取引

（4）関連当事者との取引

関連当事者との取引内容は、次のとおりである。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当法人は日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対して理事長からの連帯保証を受けている。

なお、保証料の支払は行っていない。

連帯保証を受けている借入金残高は1,122,030,000円である。

未経過リース料
期末残高

資本金

学校法人の出
資状況

出資の状況

当該会社への出資金等

9,000,000

9,000,000             -                           

当該会社への貸付金 3,400,000             -                           -                           3,400,000             

期末残高

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附金額並び
に学校法人と

の資金、取引等
の状況

当該会社からの受入額 寄付金 8,000,000             賃借料等 1,590,749             
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理事長 梅本　裕 ― ――（注１）

当法人の
借入に対す
る被保証
（注１）

―――――

勘定
科目

期末
残高

関係内容
事業内容
又は職業

役員の
兼任等

事業上
の関係

-                           9,000,000             

14,327,205           

資金支出等 資金収入等

取引の内容
取引
金額

名称

9,000,000

事業内容

住所
資本金
又は

出資金

1,158,600円教育研究用機器備品

当該会社への支払額 委託料等

期首残高

9,000,000

役員、法人
等の名称

議決権
の所有
割合

保証債務

属性

リース物件の種類 リース料総額

526,910円
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